第4次大阪府障がい者計画に掲げる具体的な取組みの実施状況について（生活場面「地域やまちで過ごす」）

	具体的な取組み
	目標
	実施状況

	（１）入所施設や精神科病院から退所・退院して暮らす　①入所施設からの地域生活への移行

	○入所施設利用者の地域移行の推進（生活基盤推進課）

市町村の基幹相談支援センターや地域相談支援事業者等との連携のもと、地域移行支援・地域定着支援が推進されるよう、援護の実施主体である市町村を支援していきます。

また、入所施設に対して、施設利用者が地域移行するための支援計画の作成及びそれに基づく適切な支援を提供するよう指導します。

なお、施設入所支援については、待機者が相当数存在しており、入所者が地域移行等により退所した場合であっても、すぐに新たな入所者が発生し、入所者数の減少を見込むことが困難であることから、入所施設の地域生活を支えるための機能を活用し、地域での生活を継続できるように取組みを進めます。具体的には、入所施設の定員の一部を短期入所として活用すること等により、短期入所の整備をより進めていく等の検討を行います。


	目標値（平成２９年度末）

・入所施設利用者の地域移行目標

１４．９％（平成２５年度末時点の施設入所者数と比較）

・入所施設利用者の減少目標

▲５．６％（平成２５年度末時点の施設入所者数と比較）



	（平成28年度）

〇地域移行状況等調査を実施した。

・入所施設からの地域移行者数［H26.4 からH29.3 までの実績］　483人（H25末比：9.6％）

・入所施設利用者の減少［H29.3末時点］　122人（H25末比：▲2.4％）


	○地域移行・地域定着支援のための推進体制の整備（生活基盤推進課）
入所施設からの地域移行・定着支援については、基幹相談支援センター等に配置される地域体制整備コーディネーターが施設入所者の意向確認や意識醸成等、地域移行に至るまでの総合的な調整等の機能を担い、指定一般相談支援事業者による円滑な支援につないでいけるよう市町村に働きかけます。
	
	（平成28年度）

○基幹相談支援センターの設置（平成29年3月末現在）

・設置市町村数：29市町村

	○障がい児施設における地域移行の推進（地域生活支援課）
障がい児入所施設における１８歳以上の利用者の地域移行に取り組む施設に対し、活動費の助成等支援します。
	目標値（平成２９年度末）
地域移行を進め、１８歳以上の障がい児入所施設利用者ゼロ


	（平成28年度）

〇18歳以上の障がい児施設入所者数93名、うち地域移行等退所者67名

	（１）入所施設や精神科病院から退所・退院して暮らす　②精神科病院からの地域生活への移行

	○精神障がい者の社会的入院の解消（生活基盤推進課）
退院可能なすべての精神障がい者の円滑な地域移行を進めるため、地域移行のノウハウを有する相談支援事業所および退院促進ピアサポーター等により、精神科病院における長期入院患者等に対して、地域移行支援導入に向けた継続的な働きかけを行います。また、保健所等の専門機関は、市町村及び相談支援事業所等の地域関係機関を支援します。

	目標値
・平成２８年６月に入院した患者の入院後３ヶ月時点（平成２８年８月）の退院率を６４％以上とする

・平成２８年６月に入院した患者の入院後１年時点（平成２９年５月）の退院率を９１％以上とする

・平成２９年６月末時点の在院期間1年以上の長期在院者数を、平成２４年６月末時点から１８％以上削減する
※上記に加え、

①長期入院精神障がい者の地域移行にかかる研修会等の実施回数

②退院促進ピアサポーターの活動回数
についても毎年の状況を把握

	（平成28年度）
〇国のモデル事業「長期入院精神障がい者地域移行総合的推進体制検証事業」を活用し、これまでの府の取り組みの効果等について検証を行った。

・16保健所圏域の相談支援事業所に精神障がい者地域移行アドバイザー派遣業務を委託し、地域体制整備コーディネートを実施

・ピアサポーターによる精神科病院長期入院者への働きかけ、精神科病院の職員に対し地域移行に関する研修を実施

退院促進ピアサポーターの活動回数　延べ869回

地域移行にかかる研修会等の実施回数

　【精神科病院職員研修】

全体研修　　1回（府内63病院対象）　　98名受講

院内研修　　延べ42回（（府内27病院で実施）　　延べ1,280名受講

・入院後３ヶ月時点の退院率［H28.6末調査の速報値］　61.4％

・入院後１年時点の退院率［H28.6末調査の速報値］　91.0％

・在院期間1年以上の長期在院者数の削減［H28.6末調査］1,086人（H24.6末比：10.0％減）
 

	○精神障がい者への障がい福祉サービス等の情報周知（生活基盤推進課・地域保健課）
精神障がい者に対する障がい福祉サービス等の情報の周知と障がい受容の支援を行います。障がい福祉サービス等の情報を身近な市町村において一元的に提供できるよう、市町村障がい者相談支援事業の充実を支援します。刊行物やホームページによる情報提供の他、ピアサポーターの活用など、情報提供の一層の充実に努め、精神障がい者の自立活動を支援します。

	
	（平成28年度）

〇こころの健康総合センターにおいて、市町村精神保健福祉業務担当職員研修を実施した。

・市町村および関係機関精神保健福祉業務担当者研修
　　　　新任研修（前期・後期）4～5日間（8講義×2回）　延べ　356 名

　　　　現任研修(ステップアップ研修・スキルアップ研修）　延べ　93名
〇保健所精神保健福祉担当者が、市町村に対して必要な助言、情報提供を行うとともに、自立支援協議会等を通じ、関係機関の連携体制を強化した。
　 ・保健所における市町村職員等への専門的見地からの助言　　延べ2,361回
〇こころの健康総合センターは、保健所や市町村からの要請や相談を受け、情報の提供などの技術的支援を行った。

　　・総支援件数263件

〇退院促進ピアサポーターによる地域移行の働きかけを、府内の精神科病院の院内交流会等において実施した。

・退院促進ピアサポーターの活動回数　延べ869回

	（２）入所施設の今後の機能のあり方

	○障がい者支援施設における施設入所支援サービスの充実等（生活基盤推進課）
施設が地域により開かれた運営を行うよう助言していくとともに、入所者の社会生活能力を高めるよう、施設が個別支援計画に基づいて行う支援について、研修等により助言・指導を行い、利用者サービスの向上を図ります。

　また、施設とともに入所施設の今後の機能のあり方について検討していきます。

	
	（平成28年度）

〇障がい者支援施設のサービスの質の向上を図るため、集団指導（年１回）や実地指導（平成28年度実績：３施設）を実施した。

	○大阪府立障がい者支援施設の運営（地域生活支援課・生活基盤推進課）
　大阪府立砂川厚生福祉センターは、強度行動障がい者や触法障がい者など民間で対応が困難な障がい者を支援する特化型施設として、新たな支援方策の研究や民間事業所に対する研修等の実施を図ります。
　大阪府立金剛コロニーは、段階的・計画的に地域移行を促進し、施設の再編と民営化を図ります。


	
	（平成28年度）

〇砂川厚生福祉センターでは、民間事業所に対する研修等を実施した。

・研修等

強度行動障がい支援リーダー養成研修：20事業所　延べ6日間　公開講座232名（2回）

強度行動障がい支援検討会：　７事業所　5回/年開催

強度行動障がい支援者養成研修（実践研修）：修了者　370名

社会関係障がい支援専門研修（フォローアップ研修）：3事業所　延べ6日間

触法障がい者等支援機関団体交流会研修

〇府立金剛コロニーでは、同施設利用者の地域生活への移行を積極的に進めた。
・平成28年度地域移行者数18名（平成18年度以降の累計692名※）

　※(福)大阪府障害者福祉事業団立入所施設等への移行者を含む。



	○施設職員等に対する研修の実施（指導監査課）

　施設職員の障がい者への理解を高めるとともに資質向上を図るため、リスクマネジメント、個人情報保護、人権研修、利用者本位の支援、感染症予防対策等にかかる研修を実施します。セーフティネットのソーシャルインクルージョン研修については、法人役員や施設長等も研修対象にします。

	目標値（平成２９年度まで）
各年度の委託研修受講者数

１０，０００人／年（障がい者施設・事業所を含む全施設・事業所の受講者数）


	（平成28年度）

〇社会福祉施設職員や障がい福祉・介護保険事業所職員等の資質向上・優秀な人材の確保・育成のために、利用者本位、セーフティネット、ソーシャルインクルージョン、リスクマネジメント、個人情報保護、小規模施設支援、職階別などの福祉職員等研修を行った。併せて、研修受講者が様々な人々の立場や状況等の理解を深められるよう、人権研修を行った。

・福祉と人権の研修ネットワークおおさか共同企業体（大阪府社会福祉協議会・地域福祉推進財団）への委託研修

参加人数：社会福祉施設職員等 4,289人、同左人権研修 1,517人、障がい福祉・介護保険事業所職員等 3,006人、同左人権研修 751人

　
〇社会福祉施設職員のスキルアップを図り、質の高い福祉サービスを享受できるよう優れた人材の確保・育成に資する研修への補助を行った。
・大阪府社会福祉協議会実施研修への補助

参加人数： 3,924人


	（３）地域で暮らし続ける　①グループホームなど住まいの確保

	○障がい者グループホームの設置促進（生活基盤推進課、都市居住課、経営管理課）
　障がい者が地域で自立した生活を送ることができるよう、グループホームの整備助成や、公営住宅の空き家の活用、民間賃貸住宅の活用により、住まいの場であるグループホームの量的確保に努めます。
　グループホームの設置については、公営住宅の活用のほか、UR（都市再生機構）賃貸住宅や公社賃貸住宅のグループホームの活用について、関係団体と連携を図りながら実施します。

	目標値（平成２７年度から２９年度）
公営住宅のグループホームとしての活用２４３人分
《参考》

グループホーム必要見込量（平成２９年度）　８，２９１人／月
	（平成28年度）

〇グループホームの大阪府域における必要見込み量に対する実績は以下の通り。

グループホーム利用実績値：7,294人／月

・身体障がい者： 771人／月

・知的障がい者：5,448人／月

・精神障がい者： 1,075人／月

○市町村営住宅における知的障がい者・精神障がい者・身体障がい者グループホーム・ケアホームとしての活用件数（大阪市、堺市を除く）。
・平成28年度新規　　　　0箇所　　0戸　　利用者数0人
・平成24～28年度　　　　7箇所　　10戸　　利用者数23人
○府営住宅における知的障がい者・精神障がい者・身体障がい者グループホーム・ケアホームとしての活用件数（大阪市を除く）。
・平成28年度新規　　　10箇所　　12戸　　利用者数20人

・平成26～28年度　　　52箇所　　70戸　　利用者数144人



	○グループホーム世話人の養成（生活基盤推進課）
グループホームにおける支援の充実を図るため、さまざまな障がいに対応した研修を実施し、世話人等の資質向上に努めます。

	目標値（平成２７～２９年度）

養成人数２５０人


	（平成28年度）

〇グループホーム・ケアホームにおいて、障がい者の日常生活の援助を行う世話人等が、日々の援助に必要な知識や情報を得ること、サービスの質の向上を図ることを目的として研修を実施した。
・実施日程：平成29年3月1、2日

・受講者数：延べ118人


	○重度重複障がい者・医療的ケアが必要な障がい者等のグループホームの整備（生活基盤推進課）
重度重複障がい者や医療的ケアが必要な障がい者等も利用できるグループホームの整備促進のための検討を行います。

	
	（平成28年度）

○整備促進に向けて検討した。

	○公営住宅の障がい者向け募集の実施（都市居住課、経営管理課）
障がい者向け住宅の供給確保を図るため、府営住宅において、特別枠（「福祉世帯向け」「車いす常用者世帯向け」）により入居者を募集する優遇制度を実施しています。

市町営住宅においても、「大阪府高齢者・障がい者住宅計画」（平成２３～３２年度）に基づき、障がい者のいる世帯や高齢者世帯の優先入居等の促進を図ります。

	目標値

府営住宅については、公募戸数の概ね６割を福祉世帯向けなどの特別枠で募集しており、引き続きその確保を図る


	（平成28年度）

○市町村営住宅における障がい者世帯の優先入居実施状況（大阪市除く）
・6市　16戸　（応募件数：61件　倍率：3.8倍）

（参考）

平成28年度全募集総数26市町624戸　（応募件数：4,588件　倍率：7.4倍）
○府営住宅における、特別枠（「福祉世帯向け」「車いす常用者世帯向け」）の入居者募集の状況
・府営住宅募集戸数　3,384戸（一般世帯向け及び福祉世帯向けのみ）

・福祉世帯向け募集住宅　　募集戸数　2,043戸　　応募者数　26,182人

　（障がい者世帯、ひとり親世帯、ハンセン病療養所入所者等の世帯、高齢者世帯、犯罪被害者等の世帯、障がい者手帳の交付を受けている単身者等）
・特別設計住宅（車いす常用者世帯向け住宅）　　募集戸数　69戸　応募者数　261人

※福祉世帯向け募集住宅は公募戸数の概ね６割を特別枠で募集しており、引き続き推進していく



○障がい者に配慮した公的賃貸住宅の整備・改善の促進（都市居住課、経営管理課）


	既設の公的賃貸住宅において、住戸内の段差解消や浴室、便所の手すりの設置等を行うとともに、共用階段、屋外アプローチの手すりの設置、段差の解消等の屋外のバリアフリー化を推進します。

既設のエレベーターのない中層公的賃貸住宅において、事業主体の状況に応じてエレベーターの設置を促進します。

▼車いす常用者世帯向け住宅の建設

府営住宅において、車いす常用者世帯向けに、浴室や洗い場、便器の選択、流し台の高さや手すりの位置などを身体状況に合わせて設計するMAI（マイ）ハウスを供給します。
また、市町村が建設等を行う公営住宅についても、車いす常用者世帯のための住宅の建設を促進します。
▼車いす常用者世帯向けの住宅改善
既設の公営住宅の改善により、車いす常用者世帯向け住宅の確保に努めます。


	目標値
・府営住宅におけるＭＡＩハウスの建設戸数

２２０戸（平成２３～３２年度）
・府営住宅における車いす常用者世帯向け改善事業実施戸数

４０戸（平成２３～３２年度）

※「大阪府営住宅ストック総合活用計画」(平成２３～３２年度)に基づく目標値
	（平成28年度）

○市町村営住宅等における整備（バリアフリー化の推進・エレベーターの設置等）

※【市町村営住宅（政令市除く）】／【公社】
・新規住宅の整備数（建替え・借上げ含む）　　　　

バリアフリー対応（うち、車いす常用者世帯向け）　95戸（0戸）／0戸（0戸）　　　　　　　　　　　　　　

・既存住宅の整備数

バリアフリー改善　 24戸 ／　0戸　
エレベーター設置　 38基 ／  0基
○府営住宅における整備（バリアフリー化の推進・エレベーターの設置等)

・建替事業における整備戸数
あいあい住宅　1,696戸
・改善事業における整備数
住戸内バリアフリー化事業　1,578　戸

団地内バリアフリー化事業　0 団地

中層エレベーター設置事業　36基
○建替事業における整備戸数
・MAIハウス　35戸
○改善事業における整備戸数
・車いす常用者世帯向け改善事業　3戸
※府営住宅に関して、平成28年度に「大阪府営住宅ストック総合活用計画」を策定し、新たな目標値を設定しています。

　＜現計画の目標値＞
　 ・府営住宅における車いす常用者向け住宅整備事業（MAIハウス・車いす常用者世帯向け改善）の実施戸数１７０戸（平成２８～３７年度）



	○民間賃貸住宅への入居促進
▼大阪あんしん賃貸支援事業（都市居住課）
  民間賃貸住宅市場を有効に活用し、高齢者や障がい者等の入居を受け入れる民間賃貸住宅等の登録、および登録情報の提供を行う「大阪あんしん賃貸支援事業」について、引き続き住宅・協力店の登録、情報提供を実施するとともに、事業対象者の拡大や登録住宅等の要件、居住支援のあり方などの検討を行い、充実を図ります。
▼指導監督基準の周知・啓発と適正な運用（建築振興課）
　「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」では、宅地建物取引業者が、障がい者等であるという理由だけで、民間賃貸住宅の入居申込みを拒否する行為を行政指導の対象としています。宅地建物取引業者には研修等を通じてその周知・啓発を行うとともに、違反業者に対し、同基準の適正な運用に努めます。
▼各主体が連携・協働するネットワークの構築と居住支援に関する取組み（都市居住課）
　民間賃貸住宅への円滑入居や、見守りや相談体制などの課題を共有・検討し、新たな　　　　　　　　　　　住宅セーフティネット構築をめざして、行政と不動産関係団体や居住の支援を行う団体等による居住支援協議会を立ち上げ、居住支援に関する各種取組みを進めます。
▼地域移行・地域定着支援の推進（生活基盤推進課）
　地域生活を希望する障がい者に対し、地域相談支援の円滑な実施や住宅入居等支援事業（居住サポート事業）の実施促進、あんしん賃貸支援事業との連携を図り、地域移行の推進や地域で暮らす障がい者の安全・安心な生活を支援します。

	目標値
・大阪あんしん賃貸支援事業の登録住宅戸数

５，０００戸（平成３２年度）
・宅地建物取引業者が人権に関する指導監督基準の規制内容について認識している割合

１００％（平成２７年度）

	（平成28年度）

〇大阪あんしん賃貸支援事業について、あんしん賃貸住宅の登録促進に向け、宅地建物取引業団体等を通じた働きかけを行ったほか、府内各地の不動産店への啓発活動に努めた。また、地図や条件から検索可能な「あんしん賃貸検索システム」の運用を行った。
・登録数
あんしん賃貸住宅　8,222戸

協力店　513店舗

居住支援団体　8団体

〇平成23年1月1日に施行した「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」では、賃貸住宅の入居申込者が外国人、障がい者、高齢者又は母子（父子）家庭であるという理由だけで入居申込みを拒否する行為を行政指導の対象としており、人権啓発パンフレットや府ＨＰに同基準を掲載するとともに研修等を通じて宅建業者に周知啓発を行った。
　・宅建業者研修（回数・受講者）

　　　新規免許・営業保証金供託業者：2回・合計416人

人権推進指導員養成講座：6回・合計524人（うち人権推進指導員認定：503人）

〇各主体が連携・協働する仕組みづくりについて、平成27年3月に設立した「Ｏｓａｋａあんしん住まい推進協議会」において、府内各地での住まい探しイベントの開催や、居住支援に関するセミナー等を実施し、障がい者等の居住の安定確保に努めた。



	○障がい者向けの民間賃貸住宅の供給（都市居住課、地域生活支援課、生活基盤推進課）

障がい者の地域生活の場を確保するために、障がい者がサービスを受けながら安心して暮らせる民間賃貸住宅について検討します。

	
	（平成28年度）

〇「Osakaあんしん住まい推進協議会」を通じて宅地建物取引業団体等と意見交換を実施した。
〇障がい者が民間賃貸住宅へ円滑に入居できる環境整備の一環として、家主・不動産事業者向けの冊子を、宅地建物取引業団体等を通じて配布・啓発した。

	○住宅改造に対する支援（生活基盤推進課、都市居住課）
建築技術者が障がい者向けの住宅改造の相談に的確に応じることができるよう、「大阪の住まい活性化フォーラム」において、必要な基本的知識や具体的な進め方について理解を深めることを目的に、事業者の技術力向上の一環として、研修会等を開催します。

また、重度障がい者等の住宅を障がいの程度及び状況に応じて安全かつ利便性に優れたものに改造する場合に、改造費用を助成する市町村を支援します。

	
	（平成28年度）

〇公民連携による「大阪の住まい活性化フォーラム」において、建築士、住宅リフォーム事業者の方や医療・福祉・介護領域の方で住宅改造に携わる方を対象に、必要な基礎知識や具体的な進め方について理解を深めることを目的に研修会を実施しており、平成28年度は平成25～27年度に開催した研修会のテキスト改訂を行なった。
〇重度障がい者等が住み慣れた地域で自立し、安心して生活できる基盤づくりを推進するため、住宅改造への助成を実施する26市町村に対して助成を行った。

・対象世帯数  124世帯　　助成額26,924千円　※政令市・中核市は補助対象外



	○生活福祉資金（住宅貸付）の貸付（社会援護課）
　障がい者等を含む世帯に対して、住宅の増築、改築、拡張、補修、保全に必要な経費の貸付を行います。

	
	（平成28年度）

〇居住する住宅を増改築、拡張、補修、保全するのに必要な経費等（生活福祉資金）の貸付けを大阪府社会福祉協議会で実施した。なお。貸付限度額は250万円、償還期間は7年以内（据置期間6か月）となっている。
・Ｈ27年度実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　

貸付決定件数　21件　　　　　　

貸付決定金額　28.549,000円　　　　　
・Ｈ28年度実績
貸付決定件数　14件
貸付決定金額　21,464,000円


	（３）地域で暮らし続ける　②必要な福祉サービスの確保



　とりわけ、医療的ケアを必要とする重症心身障がい児者などへの対応や緊急に利用する場合の対応など、利用者の多様なニーズに応じたサービス提供が行われるよう事業所や市町村と連携を図るとともに、ニーズに対応できる短期入所事業所について、市町村とも連携して充実に努めます。


必要見込量（平成２９年度）


　短期入所：３２，４３９人日/月　



知的障がい者：２０，１４０人日/月


	障 が い 児 ：３，７６１人日/月


	（平成28年度）

〇短期入所の大阪府域における必要見込み量に対する実績は以下の通り。

短期入所利用実績値：30,382人日／月

・身体障がい者： 6,861人日／月

・知的障がい者：20,063人日／月

・精神障がい者： 2,803人日／月

・障がい児： 655人日／月

〇平成24～25年度　障がい者自立支援協議会重症心身障がい児者地域ケアシステム検討部会において、医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の地域ケアシステムを構築するための課題及び推進方策を検討し、報告書としてとりまとめ、今後取り取むべき課題を整理検討し、具体的な提言（①ライフステージに応じた一貫した相談体制の整備②医療と介護の連携強化③障がい福祉サービス等の充実強化）を受けた。
〇平成26～27年度　取り組むべき課題の提言を踏まえ、医療機関を含む様々な分野が参画した重症心身障がい児者の地域ケアシステムを実践する「ケアコーディネート事業」を実施した。

・平成26年度　１圏域（南河内）

・平成27年度　５圏域（豊能、三島、北河内、中河内、泉州）

〇平成28年度　地域ケアシステムのさらなる強化のため、医療機関を含む二次医療圏域ケア連絡会議を実施した。（府内6圏域で府と市町村で運営会議を実施。府内4圏域（豊能、三島、北河内、中河内）で二次医療圏域ケア連絡会議を実施。）また、重症心身障がい児者に対応可能な訪問看護師を養成するため、在宅重症心身障がい児者支援者育成研修事業を実施。（募集160名、参加者132名、修了者102名）併せて、研修の実地研修の一貫として当事者向けの福祉サービス等体験会、介護者向け相談会・交流会を実施した。（府内4圏域（大阪市、三島、北河内、南河内）で実施）

〇障がい福祉サービス等の充実強化のために医療機関の空床を活用する「医療型短期入所整備促進事業」を実施した。

・平成26年度　３病院（三島、南河内）

・平成27年度　新規：６病院、計：９病院　(豊能、三島、北河内、南河内、泉州)（調整中含む）
・平成28年度 新規：３病院、計：１２病院　(大阪市、豊能、三島、北河内、南河内、泉州)（調整中含む）

	

	○在宅難病患者一時入院確保事業の実施（地域保健課）
　医療的ケアが必要な在宅難病患者が介護者の疾病等の理由により、緊急に在宅での介護等を受けることが困難になった場合、医療機関への補助により、一時入院することが可能な病床を確保することで、当該患者の安定した療養生活の確保と介護者の福祉の向上を図ります。

	
	（平成28年度）

〇難病患者一時入院分　49日/年（府全域）を確保



	○在宅障がい者へ支援体制の充実（生活基盤推進課）

地域定着支援など、障がい者が地域生活を継続していくための制度の推進等を図るとともに、「親なき後」など一人暮らしの障がい者等が、安心して地域での生活を送ることができるよう、市町村に対する必要な助言等を通じて支援体制の充実に努めます。
	
	（平成28年度）
〇地域生活支援拠点等整備に関する検討状況を把握するため、府内43市町村に対し、8月に調査及び市町村ヒアリングを実施した。今後検討12、所管課内で検討10、自立支援協議会等で検討21　（調査単位市町村数）

〇9月に厚生労働省の担当者に対し、地域生活支援拠点等に必要な機能に特化した財源措置を行うよう要望した。

〇10月に大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会基盤整備促進ワーキンググループにおいて地域生活支援拠点等整備に係る報告書を取りまとめ、府内市町村に周知した。


	○地域生活支援拠点の整備（生活基盤推進課）
障がい者の地域生活を支援する機能の集約等を行う地域生活支援拠点等について、市町村又は各圏域において、既存資源等を含め地域の実情を把握した上で、必要な機能の整備・連携が図られるように必要な情報提供や助言を行います。
	目標値（平成２９年度まで）
各市町村が市町村単位もしくは圏域単位で少なくとも一つを整備

	

	○生活訓練・指導の実施（自立支援課）
　障がい者の社会活動への参加と自立を促進するとともに、家庭及び社会生活の改善向上を図るための訓練指導を行います。
・視覚障がい者家庭訪問指導事業
・オストメイト（人工肛門、人工膀胱造設者）社会適応訓練事業
・音声機能障がい者発声訓練事業
・その他身体障がい者生活訓練事業

	
	（平成28年度）

〇障がい者の社会活動への参加と自立を促進するとともに、家庭及び社会生活の改善向上を図るための訓練指導など日常生活の支援を行った。
・視覚障がい者家庭訪問指導事業　　　　　　　　のべ443人

・オストメイト（人工肛門、人工膀胱造設者） 　　　のべ50人
・日常生活支援事業
野外活動訓練　　　　　　　　　  　　　　　　　　のべ1,076人

視覚障がい者用情報機器操作訓練  　　　　のべ173人

ろうあ者手話講座　　　　　 　　　　　　　　　　 のべ283人

脊髄損傷者車いす操作訓練　　　　　　　　　　のべ72人

自動車安全運転講習会　　　　　　　　　 　 　 のべ67人

吃音教室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 のべ225人


	○高次脳機能障がい者の社会復帰支援（地域生活支援課）
高次脳機能障がいの特性に対し、さまざまな障がい福祉サービス事業所できめ細かな対応ができるよう、身近な地域での支援ネットワークの構築やハンドブック等を活用した支援ノウハウの普及により、社会復帰支援体制を整備します。
	目標値（平成２９年度まで）

・ハンドブックの適宜更新を行い、ネットワーク参画機関等に配布

・高次脳機能障がい地域支援ネットワークの構築　８圏域（すべての二次医療圏
）


	（平成28年度）

〇高次脳機能障がい支援ハンドブックを増刷した。

〇高次脳機能障がい支援連携ツール「使たらええで帳～高次脳障がいファイル～」を作成した。

〇高次脳機能障がい者地域支援ネットワークのさらなる発展・早期の自立に向けて、障がい者医療・リハビリテーションセンターが地域支援ネットワークの世話人会・役員会等へ助言等を実施した。

	○身体障がい者補助犬の普及促進（自立支援課）
　障がい者の自立と社会参加を一層推進するため、身体障がい者補助犬の普及・啓発を行っていきます。

	
	（平成28年度）

〇身体障がい者補助犬貸与事業により、補助犬を希望する身体障がい者に対して、補助犬４頭（盲導犬３頭、聴導犬１頭）の使用機会を提供した。

〇身体障がい者補助犬の普及促進を図るため、共に生きる障がい者展等においてイベントを行った。



	○リフト付き福祉タクシーの利用促進（自立支援課）
　障がい者の社会参加を促進するため、大阪福祉タクシー運営連絡協議会と連携し「大阪福祉タクシー総合配車センター」を活用した利用者の利便性の向上、また、利用者に対するリフト付き福祉タクシーの広報・啓発活動、安全やサービス向上のための乗務員研修について必要な助言等に努めます。

	
	（平成28年度）

〇大阪福祉タクシ－運営連絡協議会が作成したリフト付き福祉タクシーに関するリーフレットを関係機関に配布し、普及啓発を行った。

	○福祉有償運送の推進(地域福祉課）
  社会福祉法人やNPO法人等の非営利法人が、公共交通機関を利用して移動することが困難な人を対象に、有償で行う移送サービスである福祉有償運送について、制度周知や広域的な調整を行います。

	
	（平成28年度）
〇府内７カ所（大阪市、北摂ブロック、河北ブロック、中部ブロック、泉州ブロック、枚方市、箕面市）で設置されている運営協議会に対して事業の推進に必要な情報を提供するなど、運営協議会の運営を支援した。また、福祉有償運送制度の利用方法や福祉有償運送を実施している事業者の一覧表を府ホームページに掲載するなど、制度の広報に努めた。



	○指定事業者等に対する指導等（生活基盤推進課）
　指定障がい福祉サービス事業者・施設等に対し、指定時の研修や毎年行う集団指導において、利用者の人権や障がい特性に配慮した助言・指導を実施します。
　また、個別の事業者に対して、実地指導を行い、虐待の防止や適正な支援が実施されているかの確認・助言・指導を行い、障がい福祉サービス等の質の向上を図ります。


	目標値

毎年、集団指導を実施


	（平成28年度）

○サービスの質の向上を図るため、指定事業所・施設に対する実地指導などを実施した。
　・指定時研修　事業所・施設の指定時に開催（年12回）

　・集団指導　　 全指定事業所・施設を対象として、「者対象」事業所・５月、「児対象」事業所・６月実施

　・実地指導　　　「者対象」事業所・１２４事業所、「児対象」事業所・７８事業所実施　

	○利用者本位の障がい者福祉制度の推進（障がい福祉企画課）　
障がい者福祉制度が円滑に運営されるよう、ホームページや広報物により、制度内容や改正点等について利用者等への周知を図るとともに、障がい福祉サービス利用等の実態についての調査をふまえ、国に対し利用者負担のあり方等、制度の改善に向けた要望を実施するなど、利用者本位の障がい者福祉制度の円滑な推進を図ります。

	
	（平成28年度）

〇障がい福祉サービスの対象となる難病患者や地域の方に広く制度周知がなされるよう、27年7月実施された対象難病の拡大について、引き続きリーフレット等の媒体を用いて広報を行った。また、ホームページ上で公開している利用者の方への情報提供内容について、改訂に伴うホームページの更新を随時行った。

〇障がい者自立支援給付支給事務等市町村指導を実施した。本指導は、2年に1回以上実施するものとされており、平成28年度は23市町村を実施した。
〇「国の施策並びに予算に関する提案・要望（福祉関連）（H28.7）」や「障がい者福祉施策の推進に係る提言（H28.9）」などを通じて、国に対し制度の改善に向けた要望を実施した。


	○市町村との連携（障がい福祉企画課）
　障がい者施策を推進し、身近な地域で障がい者が必要な障がい福祉サービスを利用できる体制を整備するため、市町村とのワーキングの開催等、連携を図るとともに、市町村に対し必要な助言を行います。

	
	（平成28年度）

〇国の障害保健福祉関係主管課長会議にあわせて平成29年3月21日に市町村説明会を開催した。

〇障がい者自立支援制度の円滑な運営を図るため、平成17年12月に、障がい保健福祉室、市長会及び町村長会が共同で、「障がい者自立支援ワーキングチーム」を設置し、　制度上の課題等について検討を行う「自立支援制度ワーキング」を開催している。本ワーキングは、法律の名称変更に伴い、平成25年度から名称を「障がい者制度ワーキング」としており、平成28年度は3回開催した。
・テーマ「障がい支援区分認定の運用の状況や課題等について」　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇障がい者自立支援給付支給事務等市町村指導を実施した。本指導は、2年に1回以上実施するものとされており、平成28年度は23市町村を実施し　

た。〔再掲〕



	（３）地域で暮らし続ける　③相談支援体制の強化

	○市町村の相談支援の充実(地域生活支援課）
  障がい者が抱えるニーズに対し、きめ細かに対応する相談支援体制の充実・強化に向けた取組みに対し支援を行うとともに、地域の相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置促進を図ります。

　また、大阪府全体の相談支援体制の底上げを図るため、都道府県相談支援体制整備事業によるアドバイザー派遣を行います。


	目標値（平成２９年度）

すべての市町村で基幹相談支援センターを設置
	（平成28年度）

○基幹相談支援センターの設置（平成29年3月末現在）

・設置市町村数：29市町村

	○ケアマネジメントの推進（地域生活支援課）
　障がい者のニーズを的確にふまえたサービス等利用計画の作成や、関係機関との連携に基づき適切な支援が行える相談支援専門員の養成を図るとともに、専門的な知識の習得やより質の高い支援を提供できるよう、相談支援専門員のスキル向上に努めます。
	目標値（平成２９年度）
相談支援専門員の養成・確保
大阪府内で活動する相談支援専門員数２，３００人
	（平成28年度）

○相談支援従事者初任者研修

・修了者数　907人（参考：平成27年度実績885人）

○研修修了者が確実に相談支援事業所に従事するよう指定権者である市町村と連携。

	○発達障がい児者施策の充実（地域生活支援課）
　大阪府発達障がい者支援センター（アクトおおさか）の運営を通じて、発達障がい児者と家族に対する専門的な相談支援や就労支援等を行うとともに、地域の相談支援事業所等に対して発達障がい者支援コーディネーターを派遣し、事業所への機関支援や従業者に対する人材育成を行い、地域における支援力の向上を図ります。

	目標値（平成２７年度）
府内全域で発達障がい児者の相談窓口となる相談支援事業所の整備


	（平成28年度）

〇発達障がいに対応する相談支援事業所を府内43市町村に確保した。 

〇平成14年6月に「自閉症・発達障がい支援センター」（平成17年12月に発達障がい者支援センターに改称）を設置し、府内における発達障がいを有する障がい児者とその家族を対象に、相談・情報提供・療育・就労支援を行うとともに、関連施設・関係機関・関係団体等との連携のもと、発達障がいに係る情報提供や連絡調整、指導者養成研修などの支援事業（「発達障がい者支援センター運営事業」）を行った。

　・相談支援延べ件数　3,504件

　　　発達支援関連相談延べ件数　2,007件　
就労関連相談延べ件数　1,497件

　・個別支援のための調整会議等の開催　83回

　・連絡協議会等の開催　17回

　・普及啓発研修の実施　66回

〇発達障がい児者の診断や療育を実施する拠点施設の府内展開を図り、診断・療育のためのシステムの拡充を行い、発達障がい児者とその家族を支援（発達障がい児者支援事業）した。
　・主な事業及び委託先
専門医師養成研修：大阪府立母子保健総合医療センター、大阪府立精神医療センター
小児科医・児童精神科医の研修：大阪自閉症研究会
精神科医師養成研修：（一社）大阪精神科病院協会、（公社）大阪精神科診療所協会
幼稚園教諭、保育士研修：（社福）北摂杉の子会

通所支援事業者育成・ペアレントトレーニング事業：府内6施設の社会福祉法人

〇発達障がい児者を支援するため、保健、福祉、教育、労働などの庁内関係部局が横断的に連携を図る庁内推進会議を開催した。
〇発達障がい児者支援体制整備検討部会を３回及びこども及び成人両ワーキンググループを各２回開催した。



	○難病患者に対する相談支援機能の充実（地域保健課）
近年の医療技術の進歩や核家族化の進行等に伴い、複雑、多様化する患者ニーズに対応するため、地域性を活かした支援を行う「保健所、保健センター、保健福祉センター」、専門性を活かした相談支援を行う「大阪難病医療情報センター」、当事者性を活かした相談事業を行う「大阪難病相談支援センター」が、それぞれ連携しながら、地域で生活する難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安の解消を図ります。


	
	（平成28年度）

〇大阪難病相談支援センターにおいて、難病患者・家族の日常生活における相談・支援に努めた。
・相談件数
来所：126件
電話：1011件
〇保健所に難病相談支援センターニュースや各種学習会の案内を配付し事業啓発を行った。

〇大阪難病医療情報センターにおいて、難病患者・家族や医療・保健・福祉関係機関からの医療等に関する相談・支援に努めた。
　　・相談件数

電話・来所面接・メール：6507件




○高次脳機能障がい者に対する支援（地域生活支援課）


	・二次医療圏ごとに研修会を開催　１回以上/年
・高次脳機能障がい地域支援ネットワークの構築　８圏域（すべての二次医療圏）
	（平成28年度）

〇8つの二次医療圏域において、研修の実施と、「圏域ネットワーク会議」を年に1～4回開催した。

・研修の実施

基礎研修会　1回/年開催：319名

医療関係機関等職員研修　1回/年開催：194名
市町村担当者研修　1回/年開催：20名
ＮＷ地域支援者養成研修　　3日間/年開催：受講者数62名

・「圏域ネットワーク会議」の開催

8圏域の参加者計：2175名（うち、大阪市域を除く7圏域では、地域支援ネットワーク体制整備事業の委託を受けて開催。）
〇高次脳機能障がい支援普及事業として、障がい者医療・リハビリテーションセンターを支援拠点機関として、支援コーディネーター5名を配置し、外傷性脳損傷や脳血管障がい等による認知障がいを中心とする後遺症がある高次脳機能障がい者への専門的な支援を行うとともに、支援拠点機関を中心とした関係機関との地域支援ネットワークの充実を図り体制整備を推進した。

・相談実件数：841件

	

	（３）地域で暮らし続ける　④自立支援協議会の機能強化

	○市町村の自立支援協議会の活性化に向けた支援（障がい福祉企画課、自立支援課、生活基盤推進課）
　地域における相談支援体制のネットワーク組織である自立支援協議会の活性化や機能強化のための支援を行います。
　また、市町村の自立支援協議会に必要な専門部会が設置され適切に運営されるよう働きかけるとともに、市町村の自立支援協議会の活動事例や先行事例を活用した支援体制の充実のためのモデルケースの紹介などを行い、地域におけるネットワークの強化を側面的に支援します。
　
	目標値（平成２９年度）

・地域移行に関する専門部会等を設置する市町村数

４３（すべての市町村）
・就労支援に関する専門部会等を設置する市町村数

４３（すべての市町村）
	（平成28年度）

〇「各地域協議会の運営状況の共有」「地域課題や対応策に関する相互の情報交換による取組みの活性化」「顔の見える関係の構築」等を目的として、地域自立支援協議会情報交換会を開催した。平成28年度は、「地域支援力の向上」をテーマに、地域の支援力を高め、地域自立支援協議会等を活性化していくためにどのような取り組みが必要か、また具体的に実践している取り組みについて情報交換を行った。また、情報交換会における基礎資料として、地域協議会ごとの部会構成や開催頻度をとりまとめた。


	○大阪府障がい者自立支援協議会の運営（障がい福祉企画課）
大阪府障がい者自立支援協議会を運営し、地域課題の収集・検討を行うとともに、地域移行や就労施策など主要課題の進捗状況の把握やあり方等について協議し、府域における障がい福祉施策の充実に努めます。

また、地域では解決困難な課題について、障がい保健福祉圏域や大阪府域全体で協議する機能を大阪府障がい者自立支援協議会に位置づけ、大阪府レベルでのネットワークの強化を図るとともに、医療、教育、就労関係機関等を対象にケアマネジメントによる支援への理解と参画を図るため、研修や制度の周知を行います。

	
	（平成28年度）

〇大阪府障がい者自立支援協議会を開催した。
・全体会：１

〇大阪府障がい者自立支援協議会に属する各部会における、平成２８年度の進捗及び予定を把握し、全体会において報告を行った。また、第４期大阪府障がい福祉計画の平成２７年度実績について取りまとめ、報告を行った。

	（３）地域で暮らし続ける　⑤地域福祉の視点

	○地域福祉支援計画への障がい当事者ニーズの反映（地域福祉課）
　地域福祉の計画に反映するため、障がい当事者のニーズの把握に努めます。

	
	（平成28年度）
〇障がい者支援団体等の役員に大阪府地域福祉推進審議会の委員として参画していただき、第3期大阪府地域福祉支援計画の進捗について意見を頂いた。



	○地域福祉支援計画に基づくセーフティネットの構築（地域福祉課）
　広域自治体として有する多様な行政資源や人材・ネットワーク等を通じて、個々の市町村や地域社会にとどまらない広域的・専門的な課題の解決に取り組むとともに、社会福祉を目的とする各分野と連携強化を図ることで、府域における地域福祉のセーフティネットの充実・強化に努めます。

	
	（平成28年度）
〇「市町村地域福祉担当課長会議」において、小地域ネットワーク活動推進事業やＣＳＷ等配置事業など、市町村の地域福祉のセーフティネットの構築を促進するための施策についての情報提供等を行った。

〇「地域福祉のコーディネーターのための基礎研修」においてＣＳＷや市町村職員に対し、第3期大阪府地域福祉支援計画における地域福祉のコーディネーターの協働の必要性や「コミュニティソーシャルワーカーの配置事業に関する新ガイドライン」などを周知し、コーディネーター間の連携促進に取り組んだ。

〇「CSWブロック別連絡協議会」などにおいて、CSW同士の連携や他のコーディネーター（SSW等）との連携について、制度や活動内容の理解促進などの連携促進に努めた。

・ブロック別ＣＳＷ連絡会開催状況

北河内ブロック　１回

中河内・南河内ブロック　２回

泉州ブロック　４回



	○社会福祉協議会の取組みの充実（障がい福祉企画課、地域福祉課）
地域福祉の推進を担う地域の社会福祉協議会が、障がい者福祉にさらに積極的に取り組むよう働きかけます。


	
	（平成28年度）
〇社会福祉法人大阪府社会福祉協議会が大阪府障がい者自立支援協議会及びその各部会に委員として参画すること等を通じて、障がいのある人々が地域で自立した生活を送るための、多様なニーズに応じたきめ細やかな支援体制の構築に、大阪府と社会福祉協議会が協同して取り組んだ。



	○市町村における地域福祉セーフティネット構築のための取組み（地域福祉課）
　障がい者等援護を要する人を早期に発見し、必要なサービスにつなげていくため、市町村の小地域ネットワーク活動推進事業、コミュニティソーシャルワーカー等配置事業等に対し、地域福祉・子育て支援交付金による財政的支援を行うことにより、市町村における地域福祉のセーフティネットの構築を支援します。
また、コミュニティソーシャルワーカーや障がい者相談支援事業所など地域福祉のコーディネーターの協働体制づくりの具体的な方策について検討を進め、分野を横断した支援施策の総合化に取り組みます。
	
	（平成28年度）
〇すべての要援護者が安心して生活できるよう、小地域ネットワーク活動推進事業やＣＳＷ等配置事業など、地域住民による支え合い、助け合い活動を推進する事業に対して「地域福祉・子育て支援交付金」による支援を行い、市町村の地域福祉のセーフティネットの構築を促進した。

・地域福祉・子育て支援交付金実績

交付市町村数　（37市町村（政令・中核市を除く府内全市町村））うち、小地域ネットワーク活動推進

事業実施市町村　37市町村　ＣＳＷ配置状況　37市町村　155名

交付額合計　1,974,945,000円

・セーフティネット構築に資する交付金を活用した事業例

孤立死予防事業(独居の方の孤立死に関する対応のため、必要に応じて現地へ急行する等を行う）

高齢者等安心生活支援事業（高齢者等に、乳酸菌飲料を配布し、安否確認等を行う）　等

〇「地域福祉のコーディネーターのための基礎研修」及び「市町村地域福祉担当課長会議」においてＣＳＷや市町村職員に対し、第3期大阪府地域福祉支援計画における地域福祉のコーディネーターの協働の必要性や「市町村におけるコミュニティソーシャルワーカーの配置事業に関する新ガイドライン」などを周知し、コーディネーター間の連携促進に取り組んだ。

〇「CSWブロック別連絡協議会」などにおいて、CSW同士の連携や他のコーディネーター（SSW等）との連携について、制度や活動内容の理解促進などの連携促進に努めた。

・ブロック別ＣＳＷ連絡会開催状況

北河内ブロック　１回

中河内・南河内ブロック　２回

泉州ブロック　４回



	○福祉基金による助成(地域福祉課）
　地域福祉活動の振興や府民の福祉意識の向上に寄与する事業（障がい者や高齢者、児童などへの支援等）に助成を行い、府民の自主的な社会福祉活動を支援します。
	
	（平成28年度）
〇障がい者、高齢者、児童等への支援活動など府民福祉の向上に寄与することを目的に、府民が行う自主的な福祉ボランティア活動や地域福祉活動に対して助成を行った。

・地域福祉振興助成実績（ボランティア活動など地域福祉活動の支援）

助成団体数　71団体

助成総額　31,874千円



	（３）地域で暮らし続ける　⑥障がい者に対する住民の理解

	○施設コンフリクトの解消（人権局、生活基盤推進課）
　「施設コンフリクトの解消と人権が尊重されたまちづくりに向けた大阪府の基本方針」に基づき、障がい者等の自立を進めるための基盤となる福祉施設等の設置に際して周辺住民との間におこる施設コンフリクトの解消に向けた取組みを継続・強化します。
　「人権局ホームページ」を活用する等、啓発を図ります。また、地域住民に理解されるよう、障がい福祉施設等の設置者が、日常的に地域交流を進めるよう指導します。コンフリクトが発生した際には、施設や関係機関等と協力して、コンフリクトの解決に努めます。
　
	
	（平成28年度）　

〇「施設コンフリクトの解消と人権が尊重されたまちづくりに向けた大阪府の基本方針」に基づき、人権局ホームページを活用することによって、府民の障がい者等に対する理解の促進と意識の高揚を図った。


	（３）地域で暮らし続ける　⑦福祉サービスを担う人材の確保

	○福祉人材の確保に向けた総合的な取組み（地域福祉課）
他の職種に比べて有効求人倍率が高い水準で推移する等、福祉・介護人材の確保は全国的に厳しい情勢にあります。福祉・介護サービスを充実させ、福祉・介護の基盤を支える人材を確保するため、大阪福祉人材支援センターの活用やハローワーク等関係機関と連携し、より効果的な手法により人材の確保・定着に努めるなど総合的な取組みを進めます。

	目標値（平成２９年度）
・１７万４千人
※厚生労働省推計ツールによる仮試算値。今後、市町村介護保険計画における数値の精査により、変動する可能性がある。


	（平成28年度）

〇急激な少子高齢化の進展の下、団塊の世代がすべて７５歳以上となる平成３７年に向けて、今後ますます増大・多様化していく福祉・介護ニーズに対応していくために、介護人材を安定的に確保し、定着を図るため「地域医療介護総合確保基金」を活用した「介護人材確保・職場定着支援事業」等を実施している。

１．マッチング力の向上事業
〇大阪福祉人材支援センターにキャリア支援専門員を配置し、キャリア支援専門員が事業所や学校等を個別訪問し、求人・求職者双方のニーズを把握することでマッチング機能の強化を図った。また、地域関係機関と連携し、地域ぐるみで人材の円滑な参入を促進した。

・実績

合同面接会174人

セミナー参加者数　4,429人

２．参入促進・魅力発信事業
〇福祉・介護分野に関心のある方などを対象にした職場体験を実施する。また、教育関係機関と連携を図り、大学生や高校生など若年者を対象に福祉の職場体験バスツアーをはじめとする福祉体験の機会を提供することにより、福祉分野が進路の選択肢となるよう、福祉・介護の魅力を発信した。

・実績

職場体験者数　617人

３．介護人材キャリアパス支援事業
〇介護福祉士等養成施設の教員が、府内の介護保険法に基づくサービス提供を行う小規模の事業所のニーズにあった研修計画の策定支援や研修主任の育成等を行うことにより、介護職員が事業所において見通し（キャリアパス）を持って働けるよう、資質の向上ができる体制づくりを支援し、職場定着を支援した。



	○大阪府福祉人材支援センターの運営（地域福祉課）
　社会福祉施設等の福祉の現場において安定した人材確保を図るため、大阪府福祉人材支援センターを運営し、福祉人材の確保及び養成の支援につながる各種事業を実施します。

	目標値
障がい者雇用促進の観点から就労相談窓口を設置し、就職フェアを開催（夏１回、春１回）
  
	（平成28年度）

〇福祉分野における職業紹介や求人・求職相談などの無料職業紹介業務を実施した。
・紹介人数　　  248人　　

・求人相談　13,727件

・求職相談　　3,459件

〇府内の社会福祉施設等と福祉分野への求職者との面談の場を提供することにより、福祉人材確保の推進を図るため、合同求人説明会の開催「福祉の就職総合フェア２０１６ ｉｎ ＯＳＡＫＡ」及び合同求人説明会「福祉の就職フェアＳＰＲＩＮＧ ｉｎ ＯＳＡＫＡ」を開催した。　

・合同求人説明会「福祉の就職総合フェア２０１６ ｉｎ ＯＳＡＫＡ＆セミナー」の概要

日時・場所　　平成28年７月16（土）　インテックス　大阪
参加法人数　  264法人

求職者数    1,157人

・合同求人説明会「福祉の就職フェアＳＰＲＩＮＧ ｉｎ ＯＳＡＫＡ＆セミナー」の概要

日時・場所 　平成29年３月４日（土）　京セラドーム大阪　

参加法人数　 229法人

求職者数    700人　
　　

	○ホームヘルパー・ガイドヘルパー等の養成（地域福祉課、地域生活支援課）
　身体障がい、知的障がい、精神障がい、難病患者等異なるさまざまなニーズに対応できるホームヘルパー等の確保を図るため、養成研修を実施するとともに、現在従事しているホームヘルパーに対して、利用者のニーズに応じて適切にサポートできる技能を向上するための研修を実施します。
　また、屋外での移動が困難な障がい者に対して外出のための移動を支援する同行援護従業者及びガイドヘルパー（全身性障がい、知的障がい及び精神障がい）を確保するため、研修事業者の適切な指定等に努めます。

	目標値

介護職員初任者研修修了者（ホームヘルパー）を対象とした研修を毎年１回実施

	（平成28年度）

〇障がい者が安心して利用できる介護サービスを提供できる人材を養成するため、訪問介護員２級課程修了者を対象に、障がい者の特性に対する理解と専門的知識、技術を習得させる居宅介護職員初任者（障がい者ホームヘルパー）研修を実施した。
・養成人数：59 人

〇視覚障がい者移動支援事業従事者及び同行援護従事者の資質向上を図るための指導者を養成する研修に受講者を派遣した。
・派遣人数：7名

【知事指定事業者による実施分】
○居宅介護従業者養成研修
　　　受講者人数658人　／　指定事業者数28団体

○移動支援従業者養成研修
　・全身性障がい者課程　
　　　受講者人数　2,347人　／　指定事業者数　85団体　

　・知的障がい者課程　　
　　　受講者人数　931人　／　指定事業者数　49団体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・精神障がい者課程
　　　受講者人数　　171人　／　指定事業者数　18団体

○同行援護従業者養成研修（平成23年10月1日～）

　　　受講者人数　　　3,216人　／　指定事業者数　65団体


	○保育所保育士や放課後児童クラブ指導員等に対する研修の実施（子育て支援課）

保育所保育士や放課後児童クラブ指導員等の資質の向上を図るため、障がい児の保育や援助方法など、必要な知識や技術に関する研修を実施します。

	目標値

保育士・指導員等を対象とした必要な知識や技術を習得する研修を毎年１回実施（２００名以上受講）

	（平成28年度）
〇障がい児保育を担当している保育士等を対象として、障がい児の保育に必要な基礎的な知識及び技術に関する研修を実施した（毎年度１回開催）。
・参加人数　63人（平成29年3月実施）

〇全市町村の放課後児童クラブ指導員を対象とした研修を4日間実施した。このうち１日は、放課後児童クラブにおいて障がい児への理解とその対応がなされるよう、「障がいの理解とその対応」をテーマとして取り上げた。

　　・参加人数　449人　




○精神保健福祉関係機関職員研修の実施（地域保健課）


　こころの健康総合センターを中心に精神保健に関する年間研修計画を作成し、精神保健福祉関係機関職員を対象に、障がい特性に応じた専門的な支援や、障がい者の権利擁護の視点を持った支援を実施できる人材の養成を図ります。

	
	目標値（平成２７年度）
精神保健福祉関係機関職員を対象として精神保健に関する専門的な研修を実施し、延べ１，０３０人受講

	（平成28年度）

〇こころの健康総合センターにおいて府職員及び関係機関職員への研修を実施した。
〇「精神保健福祉法(第6条）」及び「精神保健福祉センター運営要領」に基づき、精神保健福祉業務・活動に従事する職員（健康医療部精神保健福祉担当職員・医療機関職員・障がい福祉サービス事業所等職員・市町村担当職員等）の資質の向上を目的に、広く関係者の育成を図った。

・健康医療部精神保健福祉業務従事者研修
新転任研修　延べ　94名
現任研修　延べ　81名
・市町村および関係機関精神保健福祉業務担当者研修
新任研修　延べ　301名
現任研修　延べ　93名

・自殺対策関連研修
自殺予防相談従事者養成研修、認知行動療法研修、アディクション関連研修、自死遺族相談従事者養成研修等　延べ363名

・依存症対策関連研修

関連機関職員研修　延べ　261名

医療機関職員研修　延べ　161名



	○サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修（地域生活支援課）
　事業所や施設において、サービスの質を確保するため、個別支援計画の作成やサービス提供プロセスの管理等を行うために配置される「サービス管理責任者」又は「児童発達支援管理責任者」を養成します。

	目標値

サービス管理責任者研修・児童発達支援管理責任者研修及び相談支援従事者初任者研修（２日課程）を年３回実施

	（平成28年度）

〇サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修修了者　1,203名（うち児童　430名）

〇相談支援従事者初任者研修（2日課程）　943名

	○強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修、実践研修）（地域生活支援課）
　強度行動障がいを有する者等に対し、適切な支援を行う職員の人材育成（基礎研修）及び強度行動障がいを有する者等に対し、適切な障がい特性の評価及び支援計画の作成ができる職員の人材育成（実践研修）を実施します。

	目標値

強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修及び実践研修）を実施

	（平成28年度）

〇強度行動障がい支援リーダー養成研修：20事業所　

〇強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：修了者　720名

〇強度行動障がい支援者養成研修（実践研修）：修了者　370名



	（４）まちで快適に生活できる

	○福祉のまちづくりの推進（建築企画課）
　大阪府内の特定行政庁や指定確認検査機関等と連携を図り、円滑な基準適合義務の運用を図ります。また、福祉のまちづくり条例に基づきバリアフリー化が図られた施設の円滑な利用を促進するため、民間事業者等との連携によりバリアフリー情報の発信、提供がなされるよう検討します。
　バリアフリー化された施設の適正利用に関する啓発・助言を実施します。
	
	（平成28年度）

○バリアフリー法や福祉のまちづくり条例の理念や趣旨、基準等を記載し、都市施設の設計時や維持管理時における配慮事項等をわかりやすくまとめた「大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン」を平成28年4月に公表した。これを活用し、府民、事業者、設計者等に対して周知・啓発を行った。

○福祉のまちづくりが円滑に推進されるよう、その進行管理や推進方策について検討する「大阪府福祉のまちづくり審議会」（平成24年11月設置）等を開催した。

＜開催実績＞
・第5回大阪府福祉のまちづくり審議会　（平成28年11月24日）

・第10回福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会　（平成28年9月23日）

・第11回福祉のまちづくり条例施行状況調査検討部会　（平成29年2月15日）
○既存施設改善計画定期調査報告を実施した（平成28年7月25日～9月9日）。



	○府有建築物の福祉整備の推進（建築企画課、公共建築室計画課）
　府有建築物の新築・建替にあたっては、大阪府福祉のまちづくり条例に適合するように整備します。
　また、不特定多数の府民が利用する既存府有施設について、大阪府福祉のまちづくり条例に沿った福祉整備を推進するとともに、施設利用者向けに、施設のバリアフリーに関する情報発信を促進します。

	
	（平成28年度）

〇府有施設のバリアフリー性能表示に向けた庁内調査（平成27年5月～6月）を実施するとともに、・調査を基に、府有施設のバリアフリー情報をホームページに掲載・更新した。

	○府営公園の整備（公園課）
　大阪府福祉のまちづくり条例に基づき、新ハートフル事業として、障がい者や子どもから高齢者まであらゆる人々が安心して利用できるよう整備を行います。

	
	（平成28年度）

〇服部緑地など３公園で、高齢者や障がい者、幼児などあらゆる人々の利用に配慮した公園づくりを進めるための改修を実施した。

	○バリアフリー法に基づく基本構想作成の促進（建築企画課）
　駅などの旅客施設、周辺の道路、駅前広場、公園等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進するための基本構想を作成する市町村に対し、関係部局が連携し、作成の進め方・事業手法や補助制度・進捗管理等に関して、情報提供や助言を行うことにより、地域のバリアフリー化を効果的に推進します。

	目標値（平成３２年度まで）

平成２７年度末時点の実績（３２市１町、１３４地区）をふまえ、未策定市町村での早期作成をめざす
	（平成28年度）

○基本構想作成状況　
・平成13～28年度作成済　　33市町134地区（うち、平成28年度作成　　　1市 見直し1地区）

○基本構想未策定市町への策定依頼（平成28年4月～平成29年3月）

	○交通安全施設等整備事業の推進（道路環境課）
　安全で快適な歩行空間を確保するため、歩道、自転車歩行者道の整備や歩道の段差改善、視覚障がい者誘導用ブロックの整備等を推進します。

	目標値（平成３２年度まで）
「バリアフリー法」基本方針に基づき、重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成するすべての道路について、移動等円滑化を実施

	（平成28年度）

〇安全で快適な歩行空間を拡大するため、歩道、自転車歩行者道の整備及び歩道の段差改善、視覚障がい者誘導用点字ブロック等の整備改善を推進した。
・平成28度末時点

府管理道路の特定道路指定地区数　55地区（52.50㎞）　うち39地区（46.45㎞）整備完了。

整備率　88.5%



	○バリアフリー対応型信号機の整備（府警本部交通規制課）
　障がい者等の自立した日常生活及び社会生活を確保するため、主要な生活関連経路において整備すべき信号機については、道路管理者との連携を図るとともに、地元住民等の合意を得ながら、バリアフリー法の基本方針に基づき、視覚障がい者用付加装置、高齢者等感応信号機等の整備を推進します。


	目標値（平成３２年度まで）
「バリアフリー法」基本方針に基づき、重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成するすべての道路に設置されている信号機等について、視覚障がい者用付加装置、高齢者等感応信号機等の移動等円滑化を実施

	（平成28年度）

〇重点整備地区の生活関連経路等を重点に、高齢者や身体障がい者等の安全を確保するため、音響式信号機（視覚障がい者用付加装置）の設置を継続実施した。
・視覚障がい者用付加装置
　　　設置数　：　10基　（平成28年度末累計：1,557基）

　


	○鉄道駅舎の移動等円滑化の促進（建築企画課）
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）の基本方針をふまえ、市町村が策定するバリアフリー基本構想に基づき、鉄道事業者が実施するエレベーターの設置や段差解消などの移動円滑化事業を促進します。

	目標値（平成３２年度まで）
「バリアフリー法」基本方針に基づき、鉄軌道駅の構造等の制約条件をふまえ、可能な限り移動等円滑化を実施

	（平成28年度）

○既存駅舎のエレベーター整備に対する補助事業を実施した。

・補助実績：１駅（エレベーター１基）

	○鉄道駅舎や踏切の安全確保の取組み（建築企画課・都市交通課）
　国土交通省や鉄道事業者が実施する踏切や駅舎の安全推進のための啓発事業等との連携を図ります。
　鉄道事業者が設置する可動式ホーム柵について、大阪府では国や地元市町と協調して支援することとしており、その整備促進に向けて、鉄道事業者に転落防止対策に関する計画の策定を働きかけます。


	
	（平成28年度）

〇JR大阪駅・高槻駅、阪急十三駅、北急千里中央駅・桃山台駅・緑地公園駅に整備される可動式ホーム柵に対し、補助を実施した。

〇6月16日に開催された「平成28年度大阪府重点整備地区バリアフリー推進連絡会議」の場において、事業者に対して、可動式ホーム柵設置の働きかけを行った。


	○車いす使用者用駐車場の適正利用の促進（建築企画課、障がい福祉企画課）
　車いす使用者用駐車区画に障がいのない人が駐車するなど、真に必要とする人が利用できない状況がみられるため、適正利用の促進に向けて、府民や事業者等への啓発を行うとともに、通常の車いす使用者用駐車区画に加え、その他の配慮を必要とする人のためのスペースの設置（いわゆる「ダブルスペース」）を推進します。

　さらに、利用証を交付することにより、これらの「ダブルスペース」に駐車できる対象者を明確にすることで、不適正な駐車の抑制をめざす「大阪府障がい者等用駐車区画利用証制度」の更なる普及に努めます。

	
	（平成28年度）

〇車いす使用者用駐車場の適正利用を呼びかけるポスターを掲示し、府民や事業者等へ啓発を行った。
〇ダブルスペースを推進するためのチラシを活用し、府民や事業者等へ普及・啓発を行った。
〇「大阪府障がい者等用駐車区画利用証制度」について、府民や事業者等へ制度の周知を行うとともに、利用証申請者からの申請を受け付け、審査の結果、累計5,490件の利用証を発行した。また、府内の様々な施設へ協力依頼を行い、平成28年度末時点で、530施設へ、820区画分の「ゆずりあい駐車区画」表示カバー等の配布を行った。
〇車いす使用者用駐車場の適正利用を推進するため、大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインにおいてダブルスペースの取り組みや「大阪府障がい者等用駐車区画利用証制度」について記載。
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